Actual Condition of the Fisheries Products Distribution in the Coastal Fishing Villages―II by 青塚 繁志
長崎大学水産学部研究報 告 第39号,95～112(1975) 95
特 約 商 人 市 場 の 動 向
(沿岸鮮魚貝市場の実態-2)
青 塚 繁 志
 Actual Condition of the Fisheries Products 
Distribution in the Coastal Fishing Villages—II
Shigeshi AOTUKA
1.特 約商人市場 の性格
買付 商人 は漁家を個別的 にとらえて,前 貸金に代表的 にみ られるようななん らかの経済的な条件 と交換 に商
品を独 占的 に集荷す る。その場合 の価格形成はほ とんど生産者を除外 した買付資本 による買手市場で ある。勿
論 この買手市場 としての漁家支配は,と くに高度経済成長以後の制度融資,高 魚価 などの漁家に有利な環境 に
よ って次第に不安定な ものになりつつ ある。
この買手商人市場は,漁 家集団 としての漁協 を取引対象 としないか,ま たは形式的な報奨金的手数料を支払
っていたとしてもそれは対抗集団 とな りうる漁協の馴致策 である。 これにたい して買付 商人資本が漁協を直接
の取引対象 とす るか,ま たは生産者集団 との間 に漁協を介在 させ,一 定の特約(主 として建値,建 値期間,代
金支払)の 制約下 に買付す るのが特約取引で ある。以下 このような取 引条件で集荷す る商人資本を特約商人資
本,そ の支配下にある市場 を特約商人市場(以 下たんに特約商人,特 約市場 とす る)と よぶ こととする。
一般 的にいえば,現 実の個別の取引価格 はともか く,買 付商人の場合 は生産者 に市場選択の余地はほ とんど
な く、,不等価交換市場 である。そ してその背景 は,商 品量が漁協運搬事業を成立 させる水準 にない低生産力地
帯であるとか,前 貸金 による拘束 とか,ま たはその両者が結合 している場合である。 したが って漁協 はたん に
漁業権管理団体でほ とん ど経済事 業 とくに信用事業 を行な っていない。
特約市場は,生 産者が買付 商人資本の個別支配を打破 し,魚 価形成を有 利にす る方法 として漁協 を取引対象
として登場 させる ものであ る。ただ この ような進展 の条件は,そ れぞれの漁業地帯 の歴史的毅階,と くに買付
商人資本 との結合 の程度,周 辺漁協の漁協共販活動の進展 などによって異 なる。
第1段 階 として は買付 商人資本が新規商人資本の参入 を抑制す るため とか,漁 協共販の展 開を阻止 し,生 産
者 の低価格への不満を緩 和 させ る方法 として採用 され る場合が多い ことに注 目しなければな らな い。特約市場
は依然 として商人市場であ り生産者が主導性 をとる生産者市場ではない。 また買付商人市場(以 下たんに買付
市場 とする)と 同 じ く生産者の市場選択は閉ざされている。 この点 か らいえば従来 の漁家への個別支配 を集団
支配 に切替 え漁協がその媒介体 とな っている事例が多い。 と くに特約化の成立が生産者 による市場確保 のみ に
あり,し たがって特 定商人資本の完全 な単一支配の形 におかれた地理的,経 済的条件 の漁業地帯で は,漁 協を
媒介 とした商人資本の包括的買手市場化がみ られ る。
一方周辺漁協の共販化の進行 とか,生 産物が活魚 のよ うな高価格商品の場合 とか,買 付商人 にとってはむ し
ろ売手市場的立場 を容認せざるをえない場合の特約市場が存在す る。 このよ うな特約市場の質 的変化は価格水
準 にも現われるが,入 札による特約商人の決定 とい う点に決定 的にしめされる。 そ こで は入札 を通 して生産者
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である。買付商人の格差が大きいのにたいして特約商人は比較的格差が小さくかつやや規模が小さいといえ
る。勿論こうした比較は業者の年商額についてではなくその海区における取扱額である。したがって有明海区
でみた買付，特約を兼営する広域集荷業者のように各海区にまたがり7－8億という年商額をしめす大型買付
特約業者も存在することになる。
　8．特約商人集荷の経済的条件
　買付市場は生産者の集団取引組織である漁協との対抗関係いわば漁協市場の場外取引市場として存在する。
これにたいして特約市場は漁協の形式的統制のもとにおかれたいわば場内取引である。その限りにおいては特
約市場は市場仲買人の活躍する漁協魚市場，’漁協共販と同じく漁協市場である。
　この買付商人資本が特約化して漁協市場に参入してくる過程は重要であるが，一般には国，自治体による政
策的援助を背景に伸長する漁協経済事業にあるといってよい。すなわち買付商人は商品確保の手段として前貸
金を典型とする物的拘束力によるのを常とするが，戦後の系統金融の強化，近代化資金構改資金の導入は，生
産力の高い地帯（＝地元負担能力の高い地帯）を筆頭に次第に商人資による資金的拘束から離脱していった。
　然しながら買付商人の買付に応ずるものの40％が魚価安定や販路確保をその理由としていたことでも理解さ
れるように，漁協が流通機能を整備しない場合は従来の商人市場に依存せざるをえないことはいうまでもな
い。
　また，見逃せない背景として生産者による直接販売という地元商人市場や漁協市場からの脱落ないし逃避が
全県的に増加している点が指摘される。このような生産者による直接的な市場選択は，その理由は別として
も，商人，漁協市場にとっての一つの重要な課題であることに変わりはない。
　特約市場は一般的には本来的な商人による買手市場の縮少ないし放棄という不可避的状況のなかで，商品確
保のために商人資本が漁協組織に依存しその発言権を認めるという形で展開してきたものである。そしてそれ
は漁協にとっても共存しうる充分な理由があるということである。その理由の第1は漁協のなし得ない市場確
保や開拓であり，第2に漁協の存在価値の確認と漁協運営資金の確保である。とくに職員入件費の上昇は，漁
協にとって危険の多い共販事業を避け，組合運営の最低財源を確保しかつ組合員のための販路を確保するとい
う共存条件をうみ出している。そしてしばしば制度金融が従来の商人資金に代替している。
　このような特約市場の存在理由をより具体的直接的に表示したのが表9，10である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　浜仲買商人がいない，漁協共販が存在し
　表9　特約取引の事由による件数構成比（S47）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ないなどの市場機能と魚価安定をふくあた
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　※件数は特約件数である
的にも実態的にもかかって漁協の市場機能の有無にある。アワビ，
市場は勿論，タイなどの高級魚取引における市場情報，市場選択，輸送技術，魚価，代金決済など種々の要素
市場関係の理由によるものが，件数で69
％，漁協数で39年の50％から47年の99％と
圧倒的である。表9の件数の場合の「その
他」は，小口取引とか特殊品，輸送技術な
どの理由であるが，47年には漁協出荷の輸
送技術水準（歩留りに端的に表示される）
の上昇によってそれらの特約取引に依存す
る理由はほとんど消滅したものとみてよ
い。
　資金関係は皆無である。ただこの場合の
資金関係というのは生産者にたいする直接
的融資を意味しているから，漁協を窓口と
した前渡金などがかくれた取引理由となっ
ていることも推測される。
　このように特約取引の存在理由は，理論
ウニ，イセエビ，モズクなどの特産品取引
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表10特約取引理由別の漁協数
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がこれにふくまれている。壱岐，対馬，県北各海区での「高魚価」という取引理由が高い比率でしめされてい
るのはそれを裏ずけるものといえる。
　このことは「漁場関係」　（操業漁場に近接する市場への生産者直接販売）という理由を除けば，高魚価，小
出取引，漁協出荷の未開設などの理由で生産者直送が行われる場合と本質的には異ならない。したがって漁協
出荷市場の拡大という要請からみれば，特約市場の吸収，解消はもっぱら漁協側の市場機能の充実ということ
につきるといってよい。
　つぎに特約取引の場合の特約内容であるが問題は買付取引の場合との差異である（表11）。』
表11特約内容の件数別構成比（S47）
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　まず契約期間では6ケ月から1年という長期型の多いのが目だっている。とくに壱岐，対馬，西彼杵海区に
多い。3ケ月以上はほとんど漁期契約ということであろうが，販路確保という生産者側の最低限の要求が商品
確保という特約商人の要請に一致した形である。むしろここでは35％もの無契約の比率が注目される。勿論一
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般的には信用取引であるから書面契約という形式面での問題を問題とするのではなく，従来の買付業者がたん一
に漁協に手数料を納入するという移行形態がしめされているのであり，本質的には買付商人と異ならない買手
市場的性格がきわめて強いことをしめしているのである。
　さらに重要なことは建値期間契約である。建値期間は1ケ月以内とくに10日以内というのが多いのは，契約
の実質をそなえた特約取引の場合は一応売手市場の性格が強い。然し問題は無契約特約件数とほぼ同程度の比
率が「建値期間なし」にしめされている点である。このことは期聞建値をしないすなわち取引毎の建値を意味
するのではなく，契約の実態がなく建値も一方的に特約業者に委ねていることを意味している。このような恣
意的な価格決定方式は特約という名に値しない。決済期限の「10日以上」と「なし」の両者で57％にも及んで
いることをあわせ考えると，特約取引の性格が価格形成要素の実態からみれば買付市場の商人主導による延長
の性格がきわめて強いといわなければならない。
　このように特約市場は，生産者＝＝漁協の求める商品の安定した販路確保という条件がその内容として特産的
高価格商品という条件をそなえている限りは，生産者，特約商人双方にとっての存在条件を充足しているもの
なのである。したがって少量水揚のため漁協共販の対象にならないとか，漁協市場機能の欠落とかの漁協側の
理由もあるが，漁協共販市場が拡大している海区においても全面的な特約取引漁協が存在するのは，もっぱら
高価格安定市場という条件のためである。そしてこのような特産品取引が漁連共販においてもなお部分的取扱
いにすぎないこともあって，漁協出荷市場の拡大が従来の特約市場を買付市場に後退残存させている地帯もみ
られる。
　しばしばのべたように特約取引といっても一般的には商人主導型の買付市場であるのがその実態である。勿
論きわめて銘柄的価値をもち，漁協出荷市場の拡大に対応してその商人市場での相対的評価が高まっている場
合は，生産者主導型の現象をみている場合もある。然し部分的にせよ漁協出荷機能という商人市場にたいする
価格制御機能が存在しない限り，基本的には商人市場であることに変わりはない。
　然し卓越した市場情報収集，市場選択機能，消費地市場卸売資本間の信用度，試行錯誤的先行投資の上に築
かれた輸送技術，とくに全国的な市場選択能力と市況管理能力をもつ買付商人資本群は，短期的にもせよ漁協
出荷市場の拡大を阻止する現象を生じている。とくに漁協出荷市場が個別漁協の枠内でのスケールメリットを
だ性的に享受することに満足したり，広域漁協出荷事業がたんに共同輸送という輸送コストのスケールメリッ
トのみにその目標が集中する限りでは，流通資本としては失格といわざるをえない。
　さきに買付市場で広域集荷の傾向をあげたが，44年以降の地域的買付市場流通量の増加は，特約市場の強力
な存続とあわせて商人資本市場の強力さを物語っている。とくに本来商人市場の表看板的商品である活魚市場
の場合この感が深い。
　それでは特約市場は漁協との関わりあいのなかでどのように位置ずけられるのかを中心に典型的な特約市場
の実態をのべてみよう。
　9．対馬における典型的特約商人市場
　まず上対馬漁協共販運動の強化にともなって，従来の買付市場が特約市場に転化しなお大きな比重をしめて
いる対馬佐須奈漁協をとりあげてみよう。
　この地帯は代表的なタイー本釣地帯であり，それだけに対馬における有力な買付商人市場の一つであった。
現在も中部対馬において活魚を主とした買付市場の強力な存続をみているが，佐須奈漁協も同型でありとくに
活ダイは県外大手商社である淡路大日水産の独占市場となっている。
　同漁協は46年以前はブリとイカの一本釣の組合せであったが，以後はタイとイカに切替えている。このほか
主要漁業としては漁協出荷の対象となっているトビウオ船曳と下関業者によるブリ飼付漁業がある。47年水揚
は514トンでこのうち131トンがタイー本釣，150トンがトビウオ船曳網である。同じく47年の取引形態は，ト
ビウオ刺網とトビウオ船曳が全量漁協出荷で，主力漁業の一本釣は全量，山高は一部が特約取引，ブリ定置は
経営者の直接搬出である。
　このように佐須奈漁協では支配的な特約市場のほかにトビウオの漁協出荷がみられるが，その出現した条件
はきわめて受身的で，もっぱら特約業者が集荷しないからにすぎない。現在厳原経由のフェリー輸送で漁連共
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販にのせているが，46年の6統から現在の2統に減医した理由も低価格販売が不可避だからである。トビウオ
の高度利用化は県北部各海域の課題であるが，このような「雑魚」的共販が特約市場と併存していることに長
崎県における漁協共販運動の現状と内包する問題を浮きぼりにしている。
　特約市場は現在タイは大日水産，ブリ，イカなどは比田勝a食品Kが取扱っている。39年当時買付業者であ
った上対馬町b水産，美津島町。水産K，水崎d水産など著名な島内活魚商人が後退して県外商社と交替して
いるのが注目される。大日水産は西日本一円を集荷圏とする大規模活魚買付資本であるが，佐須奈を基地とし
て呼子，名護屋船団30隻の釣ダイを常時集荷している。
　また比田勝のa食品Kは上対馬ではいわば新興企業であるが，地元比田勝一帯の漁協連合共販組織である上
対馬流通センターが発足，拡大されるにともなって，周辺漁協に集荷圏を拡大しつつある。取扱魚種は大日水
産が取扱わないブリ，イカの鮮魚特約買付であるが，自社氷の漁協への供給の見返りとして加工原料イカを買
付けているのが注目される。
　佐須奈漁協の特約取引では，44年当時は700万円の仕込資金が供与されていたが，現在は中止されている。
例えば39年当時の特約取引に亦ずる漁協側の理由として，前渡金，高価格の二点があげられていたが，47年に
は高価格と市場安定の理由に変わっている。また特約内容は39年当時の15日一30日値建が，現在は10－15日
に短縮され，決済も1ケ月が15日決済に改善され，上対馬流通センター発足の影響を背景に漁協介入による変
化がみられる。アワビ，サザエの壱岐八幡浦船団による買付とあわせて，強力な買付市場の存続する地帯であ
る。
　10，漁協出荷をひきだした特約商人市場
　中五島若松西部漁協は47年に有福，日ノ島両漁協が合併し，現在漁協出荷事業強化への体制作りが進行して
いる漁協である。従来は下五島における漁協連合の共販運動（以下現地の呼称である統合共販とする）の進展
とはうらはらにきわあて停滞的な流通構造をもっていたのが中五島地帯であり，同漁協もその典型的なものの
一つであった。
　若松西部漁協は中五島最西端の交通体系に恵まれない離島であり，商人市場の有力な地盤であった。しかも
その生産力は漁場条件に恵まれ定置漁業を中心に主要な一本釣地帯としての高い水準である。47年の1，105ト
ンの水揚のうち，過半数をブリ定置がしめる五島定置地帯の一角である。
　さらに最近はハマチ養殖が日ノ島で展開をみており・39年の45トンから47年は400トンに大巾な伸長をみせ
ている。一本釣漁業はケンサキが65トンでやや低落傾向をしめしている。然し最近巻網下船者の専業が増加し
ており・コウライ曽根対象のタイ延縄船の増加とあわせて釣延縄漁業の強化が予測される地帯である。
　これに反して網漁業は日ノ島定置の休業もふくめて刺網も減少傾向にある。アワビ，サザエは漁協自営で相
ノ島漁場一画面行なわれているが水揚は停滞しており，最近日ノ島が自営を計画している。
　ところで若松西部漁協の流通形態は・定置・ハマチ養殖は経営者直送であるが，44年に特約取引となってい
るのは刺網・その他漁業・延縄・一本釣であるが・ケンサキ釣は生産者直送が多くまた刺網，延縄，一本釣な
ど相当量を直送している。県調査では47年には定置・ハマチ養殖の直送を除いた全量が特約取引となっている
が・漁協合併は47年10月であるから47年も実態は44年と同程度の直送があると考えてよい。48年以降漁協出荷
体制が強化されるのであるが・それ以前は特約市場における低魚価強制を回避するため操業を犠牲とした生産
者直送が行なわれていたのである。
　さて若松西部漁協の特約業者の変動は大きい・39年は岩瀬浦e丸・奈留f商店が活鮮魚をわけあって取扱っ
ている。44年になると若松9商店がタイ・ブリ・サザエの活魚を中心に一部鮮魚を，若松h氏，奈留i商店が
鮮魚一般・壱岐j丸がアワビ・サザエを取扱うというようにやや専門化されている。出荷先は39，44年ともに
佐世保市場でアワビだけが阪神市場向である。47年には岩瀬浦k丸が全量特約集荷をしている。以上のほか土
井ノ浦4丸，飯ノ瀬戸m商店，座方n氏も年によって部分的に参加している。
　このように有福島を中心に日ノ島のブリ定置・ハマチ養殖を除いた釣延縄，刺網の大半が中五島買付業者の
草刈場的様相を呈しているのが他海区にあまりみられない特徴である。その理由は　1）生産力水準から活魚を
除くと輸送コストと魚価が均衡しない　2）特約業者が小規模で全量集荷能力がない　3）若松西部漁協地元の有
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力者が媒体となって特約取引が行なわれているため特約業者の参入がその意向に左右されやすい　4）輸送条件
が劣悪であるから採算割れなど色々の点が考えられる。
　最後の輸送条件の問題は，若松島東部からみれば輸送距離はあるが，若松水道，奈留水道などを利用した輸
送路を考えると大差はない。また生産力水準の点はいずれの特約業者も各漁協に拠点をもっているから積合せ
輸送が一般的でありまず問題はない。したがって採算割れからの交替ということではない。
　このような特約業者交替の現象の根因は，低魚価買付と生産者の抵抗にありそれだけ若松西部漁協における
不等価交換のはげしさを物語っているといえる。生産者の抵抗は直送による商人市場からの逃避にある。然し
他海区にみられるような漁場関係からの直送と異なり，五島海区での生産者直送は操業を犠牲にした直送とい
う自己強制である。そこでは流通コストの節約という積極的な対抗ではなく，直送によるマイナス以上の手取
価格の低さを強制されている買付市場への対抗である。そこではそれに代るべき近代的流通機能担当者が不在
であり，その点からいえば漁協への批判でもある。
　したがって漁獲変動による輸送ロットの低下ということもあろうが，直送の拡大が一層買付利潤を低下さ
せ，それを補足するため生産費以下の買付価格が提示されるという悪循環がみられる。然し漁家は本来生産を
担当し，流通を担当する合理的組織＝直送の組織化の期待があるのは当然である。この期待に漁協が対応しな
い間は，佐世保直送が可能である漁家はそれを持続し，小型釣延縄や，刺網，雑漁業，今回などが特約市場に
拘束される。
　然し買付業者は輸送コストからみても高級魚が対象であり，雑魚はおそらく採算割れの状態であったと推測
される。そして漁家は魚種別収入ではなく全体としての漁業所得が問題なのである。したがって44年当時でさ
え魚種別買付業者の専門化は，雑魚や少量水揚物の一層の「買い叩き」を導くものであり，当然業者交替が要
望されてくる。47年の岩瀬浦k丸という全量買付の登場は，一応全量買付による平均買付価格の上昇を期待し
た生産者の要望によるものである。然しそこにおいてもあるいは漁協による市場選択の欠如という最悪の条件
が一層の低魚価買付を可能にしたという状況が生れている。
　若松西部漁協における買付価格は，44年当時は1ケ月建値の通常7日精算（最長は1ケ月）であったが，47
年には15日建値に改善されている。問題となる建値価格は，エビ，タイは漁連価格と大差ないが，雑魚が買い
叩かれている。例えば47年でカワハギが関西値K400円が50円，ミズイカの長崎市場値700－1，000円が250－r
300円，ケンサキの長崎値1，450円が地元では300－350円の徹底した低魚価である。
　一般に高級魚を対象とした特約市場は漁協の介入という条件があるにもせよ，活魚の対馬三門湾や響町の有
川町崎浦にみられるように業者も固定化し漁協共販運動の進展にも影響されて極端な低魚価買付はみられない
のが最近の傾向である。然し若松西部漁協のように市場選択が閉鎖的である場合はなおさら，一般にも買付が
選別的であれ包括的であれ高級魚の平均価格による買付が一層一般鮮魚の低魚価買付をひき起している例は多
い。若松西部漁協の場合はアワビ，イセエビという売手市場的品目は少なく，タラ，ヒラス，ピサなどの高級
活魚よりも一般鮮魚が多いという条件が，地理的制約も加わって，恣意的な買手市場による漁家所得の低落を
倍加していたのである。
　それにしても48年までこのような買付市場の存在を許し不合理な生産者直送によってしか不等価交換市場を
回避する途がなかったというのは，基本的には小規模生産とその上に築かれた漁協を媒介とする支配機構の強
固さにあったといえる。著名な大型定置は島外資本に委ねられ，40年以降の日ノ島ハマチ養殖の展開も一般漁
家には無縁であり，こうした高水準生産力漁業を除いた漁船漁業が一般漁家の生活基盤であった。その水揚は
44年当時で有福漁協177トン，日ノ島漁協21トンにすぎない。
　　したがって日ノ島定置を起爆剤とした漁協出荷は，47年の両漁協合併によってはじめて周年出荷を可能に
　し，その展開方向を見出しえたといえる。ここでは漁協合併の経過をのべることは範囲外であるが，あまりに
　も前近的な買付市場の存在が，漁協出荷を軸とした合併を促進させそのことがまた生産力構造を変化させる展
　望をもたらしたともいえる。
　　以上の若松西部漁協における特約市場の展開と漁協出荷への転移過程は，離島部が生産中心地である長崎県
　においては，多少の差異はあれ共通する基本的展開方向である。そして若松西部漁協は48年には自営運搬船に
　よる漁協出荷に一歩ふみ出したが，一般漁家の求める漁業所得全体としての上昇，魚種による選別出荷の否定
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の課題は今後の問題として残されている。そしてこの課題はまた他の漁協出荷やその連合共販にも共通するも
のとしてその解決を迫られてくるであろう。
　11．買付市場の性格をもつ貝類特約商人市場
　つぎに同じく特約形式はとるが実態的には買付市場と異ならない例として泉水海小野漁協の貝類市場をとり
あげてみよう。
　小野漁協の47年水揚318トンのうち，モガイ，タイラギ，サルポゥを対象とした桁曳網，じょれん曳が225ト
ンと大半をしめ，その位もアゲマキ採取が78トンをしめるという典型的な貝類生産地帯である。
　小型底曳のモガイは養殖物でボイルしたのち出荷される。またタイラギはムキ身出荷である。アゲマキ採取．
はイタガ，ハネイタという有明海独特の漁法のほか徒歩採りも行なわれ周年操業，ハイガイは手採りで殻付出
荷であるが大量の場合だけは缶詰原料としてムキ身出荷されている。
　これらの貝類生産のほか，20人ほどが夏期を中心にシラエビ，マエビ，ウナギ，ボラなどの手押網操業を行
なっているが老人漁業である。エビ類は塩漬にして販売されている。この小野漁協にみられるように長田，瑞
穂，吾妻などをふくめて泉水海南部は，ノリ地帯の北部と異なり貝類を主軸とした1兼農家による兼業であ
る。
　さて貝類の取引形態は，47年では特約取引71％で10％が買付，その他は手押網の雑魚をふくめた行商が20％
であり，典型的な商人市場である。さきにみた県調査による泉水海海区の商人市場の展開強化があらわれてい
る地帯である。
　特約業者は大量に生産されかつ安定している養殖モガイを主対象にしている。44年には佐賀日興食品Kの独
占買付，47年では日興食品Kがモガイ2171・ン，深海0商店がアカザイ，タイラギ，雑貝8トンを買付けてい
る。
　まずモガイ市場を検討しておこう。日興食品（日水系）との取引はモガイ養殖を開始した42年以来である。
42年には諌早湾貝類関係漁協で共同入札を行ない，柳川平野水産，深堀食品，島原大洋食品，吾妻P水産，
深海。商店などの缶詰業者や浜仲買業者が参加し日興食品Kが落札した。以後同様の入札制が実施されている
が，日興食品は小江，小野両漁協だけで落札している。また諌早漁協は浜仲買の吾妻P水産が介在して日興食
品が買付けている。共同入札を建前としながらも大手缶詰業者が個別買付を行なっているのが実態であり，買
付業者間索制，入札前談合など種々の複雑な要因が推定されている。
　小野漁協ではモガイ取引のため42年以来設置されているモガイ養殖生産組合（22人）が共同出荷方式を採用
している。ムキ身作業は当初から生産組合による賃ムキである。作業は当初は手ムキであったが43年佐賀県浜
から導入して機械化された。現在海上作業とカマ炊きの男子，選別の女子労務で計40－50人を雇用している。
日当は男子3，000円，女子1，500円である。
　このように缶詰原料向のための共同化は出荷作業をふくめて生産組合によって行なわれており，漁協には1
％の手数料を組合から納入している。出荷は地元営業トラック2トン車1台をK当り4円の賃積みでチャータ
ーし，毎日夕方に発送している。生産者への代金決済は月2回で締切り，予想販売価格の80％を組合員に概算
払いしている。買付業者からの精算は年1回で7－8，月に行なわれ，このため概算払い資金として47年には業
者から100万円の資金供与が行なわれた。
　こうした漁協による生産者一生産組合への概算払いと販売
代金の年1回精算という仕組みが，入札制特約の建前をとり　　　表12小野漁協貝類単価の推移（円／K）
ながらも，有明海一帯の缶詰業者による一方的な談合的協定
価格による入札をうみだしているという評価がある。これを
裏ずけるようにモガイ価格をふくめて小野漁協の貝類価格の
伸びは停滞している（表12）。
　また深海。商店との特約取引は，無心で水揚されるアカガ
イ，コウガイ，タイラギその他の雑貝であるが，買付価格は
深海，吾妻の周辺漁協価格を基準に決定されている。
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　このほか買付市場としてはアゲマキがある。買付業者は39年は深海。商店，吾妻P水産であったが，47年に
は高来町r商店，諌早s商店と交替している。アゲマキは漁協が介入しない買付市場で生産者が共同で販売し
ている。仕向先は長崎市の長崎魚市や小売市場のほか島原半島旅館街である。
　アゲマキが買付市場に放置されている最大の理由はその市場性にある。例えば35年に島原ガニと積あわせで
漁連が航空輸送を行なった試みもある。また46年には漁協出荷で，福岡，大阪にトラック輸送した例もある。
然しこれらの経験では消費地セリ値は高価格であったが輸送コストが高く，結局従来の買付市場の方が生産者
手取価格は高いという結果に終っている。したがってこれらの試みでえられた消費地価格も当時の買付価格K
62円を上廻るが手取価格を増加するものではなかったのであり，鮮魚などにも共通する市場選択，輸送技術の
再検討の問題がある。
　結局は47年に商人市場を回避するためアゲマキを中心に水揚量の20％が生産者の共同直送や個別直接販売を
行なっている。参加者は112名のうち75人で，アゲマキは長崎，佐世保小売市場への直送のほか，ムツゴロウ，
ハゼ，ウナギを加えた諌早市内行商である。この直接販売による価格差は47年でアゲマキが買付値60円にたい
して直送価格92円の上昇をしあしている（表12）。
　以上のように小野漁協にみられるような泉水鳥貝類生産地帯における特約市場の実態は，入札制への努力を
重ねながらも，なお建値もなく1年決済という完全な買付市場といえる。貝類という市場性の狭さとくに養殖
モガイの缶詰原料向ということから現状では市場選択の余地はなく買手市場における低価格販売を余儀なくさ
れている。市場開拓または一貫加工という方向が見出されなければ特約取引における優位性はきわめて困難と
いえる。
　例えばモガイ対策としては農協系加工施設への委託加工形式か自家加工または系統ブランド販売の強化，ア
ゲマキ対策としての特産化，ハイガイの佃煮加工などが考えられる。いずれにしてもブロック共販の強化の上
に，現在系統共販の最大の弱点である自営加工施設の展開をまたなければならないであろう。
　12．対馬阿須湾漁協の特約商人市場
　大型合併が完了した厳原町漁協地区で残存している漁協が阿品湾漁協である。同漁協は組合員84人の小規模
漁協ではあるが，日本海イカ出漁を兼営する1アトン，12トン型をふくめて，40隻の延縄漁船をもつタイ，ヒラ
メの活魚生産地帯である。中心は3トン未満の小型延縄船であるが・高浜から豆酸沖に至る地先漁場で10月か
らタイ縄，タコ，ヒラメ，カレイ，イカと周年釣縄漁業に従事している。
　47年の水揚189トンのうち，イカ釣6アトン，延縄53トン，金額では70％がタイ延縄，カレイ，ヒラメが20％，
イカ10％となっている。取引形態はスルメ加工，漁場関係からのシイラ漬生産者直送を除けば，全量近くが漁
協市場である。そのうち80％が特約取引，残り20％が厳原町民を対象とした漁協魚市場上場物である。セリは
7人の指定小売人で行なわれている。
　特約取引は39，44年はほとんど買付と同一の方法で行なわれ，47年にはただ資金提供がないだけである。す
なわち39年以来淡路金宝丸が39年500万円，44年100万円の資金貸付のもとで，タイ，ブリ，ヒラス，ヒラメの
活魚や若干の鮮魚を独占的に集荷している。47年には56トンの活魚全量とアトンの鮮魚を阪神向に集荷した。
金宝丸以外には47年に始めて厳原のA丸がカレイ24トン，島内加工買付2人がイカを集荷している。そして金
宝丸の活魚買付は生産力の上昇にともなって，39年36トン，44年29トン，47年56トンと増加している。
　金宝丸の買付集荷は，27年からの独占取引で久田に生篭を設置している。特約内容は漁協，生産者，業者の
三者協議で，10－15日の建値制，5日毎の締切り，締切後5日以内に決済している。建値は高浜，水崎価格が
基準である。
　県内の商人市場がほぼそうであるが，情報の早い現在では阿須湾のような至近類似市場価格を基準とする建
値制が採用されており，かつ消費地市場価格がおりこまれているから，商人市場存続の経済的条件が高価格，
安定買取市場であることが裏ずけられている。なおこの場合の基準となる高浜は，漁協による買付，自営運搬
船での阪神向出荷を行なっている。
　金宝丸が活魚を特約しているのにたいして，46年から厳原A丸がカレイ，夏イカを解魚買付し福岡に出荷し
ている。カレイは46年まで厳原漁協と共同で天草鮮魚船に販売していたものである。カレイ特約は短；期聞の建
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値制であるが，建値のない場合は高浜価格が基準となっている。
　この特約市場にたいして48年に始めてヒラメを鮮魚として漁連に出荷し，漁協出荷の途を開いた。この場合
はA丸をK100円の野積で漁協がチャーターし，福岡に水揚している。
　この特約取引についての反省として阿智湾漁協では，価格安定策としての特約が独占取引のため大量水揚の
場合値下げされるおそれがあるとしており，建値制も長；期的には不安定性を阻止しえないことをしめしてい
る。当然今後は漁協出荷が展開されるものと思われるが，当分は価格調整的な制御機能を果す漁協出荷にとど
まるのではないかと考えられる。
　15．小規模漁協における特約市場
　長崎県では合併漁協もいくつかは生れているが，その速度はおそく，いわゆる漁業権管理漁協的な小規模漁
協も多く存在する。別稿でとりあげた対馬仁田漁協もその一例である。
　ここでとりあげる有川町崎浦漁協も隣接漁協が合併した中規模漁協であるが，なお漁業権漁協の域を出てい
ない例である。
　崎浦漁協は高級魚は特約，鮮魚は直送や行商，海藻は買付と全般的に商人市場が強く存続している地帯であ
る。46年赤尾，友住，頭島三部落の黒住漁協と江の浜漁協が合併し320名の中規模漁協が誕生したものであ
る。47年中魚貝類と養殖の水揚はわずか46トン，うち18トンはアワビ，サザエの採貝，小定置11トンである。
この鮮魚貝のほかにむしろ採草19トン，ワカメ養殖アトンと海草生産の比重が大きい。兼農型漁業としての採
貝草と定置網を組合せた低生産力地帯といってよい。
　大敷網は有川B氏に2年契約で貸付けているが最近は休業状態である。12統の小定置のうち10統は有川漁協
組合員と地元組合員の共同経営，1統は丸首，残り1統は有川に貸付けている状態である。したがって小定置
も全量有川漁協への生産者直送となっている。
　こうして崎浦漁協の魚類生産の柱である定置漁業はほとんど員外者に掌握されているから，漁協の経済事業
はきわめて弱体といわざるをえない。残るもう一本の柱である採貝，イセエビ刺網も特約取引と佐世保市場，
有川への生産者直送となっている。アワビ，サザエは47年水揚の18トンのうち15トンまでが特約取引である。
46年までは地元頭島のC氏が買付けていたが，47年は八幡浦のD氏がC氏を浜仲買として買付け，サザエだけ
は48年から崎戸E鮮魚店が買付けている。またイセエビは大半が生産者直送で5％程度が崎戸E鮮魚店が買付
けている。また釣イカも活魚として地元業者が買付け阪神に送っている。
　以上のように，アワビ，サザエの大半とイセエビの一部，釣イカが47年の活魚特約となっている。特約価格
はアワビ，サザエは漁連入札値と生月舘浦値の中間価格，イセエビは平島価格基準で値建されている。建値期
間はアワビは4－6，月，7－8，月，9－10月の3回，イセエビは5，8．月の1ケ月値建；，イカは10－12月まで
各月福建である。代金決済は浜渡し後10日が一般的だが，E氏だけは即日払いである。なおアワビだけは100
万円の保証金が漁協に交付されている。また前渡金はない。
　直送は47年で10人程度であるが，47年水揚46トンのうち29トンをしめ，小定置の11トンを除いても19トンと
約40％をしめている。ほとんど全業種にまたがっていてアワビ，サザエ以外は直送の比重が高い。すべて鮮魚
で有川向である。この生産者直送の理由はアワビ，サザエは歩減りがなくいわゆる銘柄品といわれるが，その
他の鮮魚は買付商人もなく漁協出荷もないための直送で商人市場の低価格による逃避ではない。また消費地，
中継地市場近接の条件が鮮魚商人市場を形成しなかったともいえる。
　以上崎浦漁協のアワビを中心とした特約市場をのべたが，ここでも他漁協の特約市場と同じく特定魚種の独
占取引である。アワビ価格が漁連価格と生月値の中間値ということは漁協出荷の可能性をもつものとも考えら
れるが，一時漁連に出荷したが仕切りがおそいため1ケ月で中止したという不信感がある。また将来の方向と
しては定置をふくめての漁協出荷はまず合併後の漁協内部体制の確立が必要なようである。
　合併計画は有川漁協を中心に二二，神ノ浦などを吸収合併する方向にあるようであるが，定置の賃貸関係，
磯物の特約化，地曳網の部落網から個人貸付への移行などによって，各漁協，各部落の利害関係が異なってい
てきわめて消極的である。まず各漁協の連合出荷体制を整え，共同大型生貧設置と定置物の共販化，磯物の入
札制特約化を先行すべきと思われる。いずれにしても有川町地区の中小規模漁協の流通近代化にはきめの細か
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い対策が必要である。
　14．入札制特約市場としての五島奥浦漁協
　以上実態的には買付商入市場と異ならない対馬，泉水海などの特約市場，独占取引ではあるが周辺価格基準
をテコに漁協が介入して高価格取引を実現している対馬阿須湾，有川町崎浦の事例をあげたが，生産者にとっ
て特約市場が買付，上場市場と異なる最大の条件は高価格形成と市場確保にある。独占相対取引はそれが買付
であれ特約であれ市場確保はできても商人資本による買手市場化を防止することはできない。比較的高価格水
準を実現している阿須湾の場合も，大量水揚の場合の価格下落を避けることはできなかった。また独占取引の
もとで高価格水準を持続できるのは，いわゆる銘柄的稀少価値をもつ特殊商品で，売手市場性をもつ例外的な
場合だけである。
　したがって買付市場と同じく市場安定を確保し，かつ上場市場による価格競争の実現をはかるのが本来的な
特約商人市場である。この典型的な事例が五島奥浦漁協の入札制特約市場である。
　奥浦漁協は著名なタイの一本釣延縄地帯でいわゆるミ瀬戸ダイ。の活魚生産で知られている。47年水揚961
トンのうち巻網の579トンを除くと漁家生産は約380　．5ンであるが，そのうち釣延縄が290トンと大半をしめて
いる。
　取引形態は巻網直送物や若千の福江魚市向生産者直送を除くと全量入札制特約取引である。奥浦漁協も32年
以前は地区内外仲買との相対取引という買付商人市場で，現在の中五島地区の商人市場と異なるところがなか
った。32年に漁協が仕込資金を肩代りして一元集荷に成功，以後すべての業種に入札制を採用している。現在
イカ生産は急激に減少しているが，37，8年当時の釣イカも80％を入札，4人の業者が参加していた。
　47年の特約取引382トンのうち約80％が活魚取引である。魚種はマダイ，ブリ，バリ，ピサ，レンコ，ヒラ
スであるが，さきにのべたミ瀬戸ダイ。が中心であることはいうまでもない。
　最近の入札参加者は全魚種について淡路大日水産，若松9氏，淡路富栄丸，三井楽F氏の4人で行なわれて
いる。この入札資格者は44年には大日水産，9氏，F氏のほか福江G氏，八幡浦H：氏の5人で若千入れ替り減
少している。
　48年の落札者は，、大日水産が一本釣延縄（活ダイが70％），富栄丸一本釣（活ダイとピサ100％），9氏が自
営定置（ブリ，ヒラス，ヤノウオ）の3人でF氏は最近は落札していない。このような落札人の推移はやはり
県外資本の集荷力を裏ずけている。
　特約内容の推移をみると・建値期間は釣延縄については32年以来15日値建；で・定置物は漁期通し値で変って
いない。とくに活ダイの入札価格は仕向地基準で，阪神送りの場合は50％落し，長崎向は30％落しで，福江魚
市価格も入札資料となる。
　代金決済は一本釣は落札後5日以内の金額現金決済である。定置物については10日以内（44年は5日以内）
決済で，漁期中100万円の保証金を積立てている。また現物受渡しは一本釣，定置ともに買受人の地元生寳に
計量の上収容するミ掛渡し。N方式で，したがって以後の歩減りなどは一切買受人の責任となる。
　奥浦漁協特約市場の他漁協における商人市場との差異は，生産者主導型の取引方法で，活魚取引の利益率か
らみて最大の難点である歩留りをすべて特約商人に負担させていることにあるといえる。すなわち奥浦漁協の
特約取引の特徴を生産者側からみると，（1）水揚の都度計量する掛渡しであるので歩減りの危険がない　②出荷
諸経費が不要なので漁協出荷物の手取価格に劣らない　（3｝代金決済が早い　（4）特約商人の口篭管理技術がすぐ
れているので入札価格が相対的に高水準であるという点にある。
　一般に買付市場は市場確保や仕込資金の代償としての低価格買付が特徴であり，最近のように市場競争がは
げしくなり，商人市場が縮少されて活魚買付価格が平均化したとしても，生蟹内の歩減り，輸送中の歩留りが
鮮魚比率を高めたり，値引きの理由となるケースが多い。また奥浦のように掛渡し方式がとられることも買受
人の保管輸送技術の卓越していることを物語っているのであり，それが阪神価格の50％落しという買付価格を
実現させている。また生産者主導型市場の性格は掛渡し方式とともに代金決済方式にもあらわれているといえ
る。とくに定置物でその感が深い。
　このような奥浦漁協の入札制特約市場の成立条件は第1にミ瀬戸ダイ。という高価値商品であることととも
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に，戸岐南という生辰設置にきわめて有利な地形に恵まれていることにある。現在湾内には特約商人の天喜
（10m×10m，8m×8m型）18基が設置され，富栄丸は冷蔵施設も保有している。この活魚市場に不可欠の
中継保管機能の充実が特異な生産者主導型商人市場を成立させている。
　現在五島では玉ノ浦，三井楽漁協が先導した「五島統合共販」が着実に漁協市場を拡大している。そして奥
浦漁協のそれへの参加が日程にのぼっていることも周知のとおりである。市場確保と高価格販売という入札制・
特約取引の条件が「統合共販」によって満たされたとしても，問題は活魚取引における連合漁協出荷＝共同輸
送方式というスケールメリットが果して生産者の手取り価格を入札制特約取引以上に引上げうるかどうかであ
ろう。
　何故ならば活魚輸送は現在では活魚船規模の枠内のスケールメリットであり，それは奥浦漁協の場合以上の
ものではありえないからである。むしろ活魚船の大型化や技術革新は富栄丸にみるように特約商人が先行して
いるのが現状である。またチャーター運搬船におけるコスト上昇と参加漁協の利害不一致，さらに代金決済や
プール価格制の問題など連合共販のメリットを発揮するための解決すべき点も多いと思われる。
　なお奥浦漁協では地曳物の買付が存在したが現在ではその水揚減のため消滅している。また巻網物が福江魚
市向に直送されているが，このほか，47年頃から7－8人の組合員が代金決済は系統利用で福江魚市に直送す
る例があらわれている。この漁家の直送は船曳（イッサキ，カマス，ヒラスの鮮魚物）や地曳物（キビナ），
刺網雑魚で魚体損傷品，一本釣のカツオ，イッサキ類で少量のため特約化しないものなどの漁協特約市場の非
取扱品である。今後の課題として活ダイに集中していた漁協市場がこのような直送物とくに雑魚を漁協出荷化
することによって漁家所得全体を向上させるという課題がある。
　15．特殊品特約商人市場
　最後に中心は上場，漁協共販などであるが，なお特殊の場合に残存している特約市場の事例をみてみよう。
　まず南高南有馬漁協は上場と特約を中心とした漁協から’漸次漁協出荷の増加をみている地帯である。ここで
の特約市場は買付取引が消滅し特約化する過程をしめしているが，その取扱量は39年8アトンにたいして47年は
53トンと減少している。したがって47年で上場取引が47％，特約28％，漁協出荷25％となっており，特約の減
少はタコ水揚の減少が影響している。特約取引はタイ，ブリ，フグ，タコであるがタコ取引が中心である。
　特約取引業者は44年で深江，口之津，島原の問屋魚市，浜買付，小売商など．6人であるが，47年には湯江1
商店，ロノ津K個人魚市の買付商人2人に減少している。取扱いは前者が活ダコ，後者が活フグと専門化して
いる。さらに48年には湯江1商店1人となっている。水俣病による不安定な取引を契機に減少したというが，
おそらく現在では従来の取引状態に戻っていると思われる。
　取引方法は入札制であるが，タコ，フグなどの特殊品は特定買付業者に分化している。入札は15日建値制で
入札価格基準は長崎市場である。代金決済は15日。特約業者の仕向先は下関，北九州市場ですべて8トン車に
よる塩水タンク輸送である。
　ζのほかタイなどがその生産地帯の特殊品的取扱いをうけて特約化している例として郷ノ浦，勝本漁協があ
る。壱岐は周知のとおり一本釣地帯であるが活魚取引の技術的困難のため，タイ，ブリなどが商人市場に委ね
られている。郷ノ浦は上場市場を主とするが活魚はほとんど特約市場である。
　当初から活魚は淡路資本のアワビ，サザエは八幡浦船団の市場である。参加業者は，39年6人，44年2人，
47年4人と推移しているが，47年はタイ，タコが淡路大日水産，アワビ八幡浦L氏その他の活魚を大阪三徳物
産が取扱い全量阪神向である。また鮮魚は福岡市場向に地元M商店が取扱っている。資金提供は39年当時は
181万円と報告され，44年は保証金制に切替えられた。論法は3ケ，月，7日決済である。
　また勝本漁協は完全共販化の漁協であるが，活ダイ，サザエは特約商人に委ねている。ここでもタイは従来
から淡路大日水産の独占取引である。このほかサザエが八幡浦N氏，ウニが地元0商店の取扱いとなってい
る。現在タイは10日間建値，ウニ，サザエは1年間建値である。
　然し周知のように壱岐のウニは入札制特約，北松のアワビは漁連開催の共同入札制の方式を採用しており，
前出の五島奥浦漁協のミ瀬戸ダイ。に接近している。例えば阿翁浦漁協は北松の有力な共同出荷漁協である
が，アワビ，ウニ，イタや貝の特殊品は従来から特約市場である。ここでは買付市場の歴史はなく釣延縄も戦
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後の漁協，魚市場上場から漁協出荷化した。特約業者は39年当時淡路富栄丸がタコツボ漁業者に仕込をしタコ
を買付けたことがあるが以後中止している。したがって最近までアワビは八幡浦P丸，ウニは呼子R氏，イタ
や貝は玄海町S商店という形で魚種別に分化し実態は買付市場と変らなかったといえる。
　然し47年にはアワビ，イタや貝は漁連の共同入札会に参加し，アワビは大阪管野商店，イタや貝は玄海町S
商店が浜買付となって福井県の日海水産が落札している。またウニは壱岐と同じく単独で入札制をとり，敷札
制で下欄業者6人が参加している。ウニ特約は保証金10万円，月2回入札，即日決済という内容である。
　以上特約市場の取引実態をみたが，買付商人市場がそのまま移行した性格をもつもの，特殊品のため比較的
高額販売が可能であるもの，さらに奥浦の入札制特約市場のように売手市場という需給関係のなかで現段階で
の合理的な市場構造をとるものなど，特約市場が買付商人市場から漁協共販市場への過渡的段階にあることが
理解された。ただ特殊品のアワビ，ウニ，その他の貝類は，イセエビのように全面的な漁協出荷市場化するこ
とは容易ではないであろう。また現在のようにアワビの対馬，北松における共同入札会制をとる限りその現実
的要請も少ない。その点では壱岐のウニの漁協別入札制特約市場も現段階では奥浦漁協のタイ市場と同一の性
格をもつものである。
（付記）本論文は48年に本学部吉木武一講師も一部参加して行なった調査にもとずいて49年に執筆したもの
　　　である。
　　　本論文で使用する資料は39，44，47年に実施した長崎県水産部の「沿岸鮮魚貝流通調査」によって
　　　作成したものである。
